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分担研究報告

（２）地域相談機関の相談担当者におけるHIV陽性者へのサービス提供における課題について
―東京都と大阪府での検討―

研 究 要 旨
　地域の相談機関におけるHIV陽性者支援や支援者支援の課題を探るため、支援者支援の視

点から、相談担当者支援への今後の課題を明らかにすることを目的として、東京都と大阪府

にある行政の相談機関を対象とする自記式・無記名方式の郵送調査を実施した。調査期間は、

2012年11月1 ～ 30日で、調査はA票、B票の2種類の調査票を用いた。A票は、相談機

関におけるHIV陽性者の相談への対応について、B票は、相談担当者個人のHIV陽性者の相

談への対応についてであった。A票1部、B票2部を各相談機関へ配布した。調査対象相談

機関数は、東京都1,033 ヵ所、大阪府810 ヵ所であった。分析対象者数は、相談業務を実

施していると回答した相談機関での相談担当者とし、A票とB票をマッチングさせた950名

とした。業務別に相談担当者のHIV陽性者に関する知識や、研修の必要性を検討した。その

結果、相談機関の業務によって、知識や研修の必要性が異なることが示された。HIV陽性者

への対応経験が多い就労支援窓口（障害者）では知識も研修の必要性も高く、これらは支援

の自己効力感との関連も認められた。これらのことから、HIVに関する研修や啓発により、

知識を増やすことは、相談機関の支援の自己効力感（セルフエフィカシー）を高める可能性

が示唆された。

Ａ 研究背景と目的
　HIV陽性者の生活する地域は、都市部に集中

する傾向がみられる。昨年度は、地域生活への

支援サービスのHIV陽性者および薬物使用者へ

の対応の現状を明らかにすることを目的に、東

京都と大阪府にある行政の相談機関を対象とす

る自記式・無記名方式の郵送調査を実施し、そ

れぞれ423 ヵ所、327 ヵ所から返送された回

答を分析した。その結果、相談業務を実施して

いる613機関のうち、これまでにHIV陽性者

と周囲の人から相談を受けたことがある機関

は、全体の約4分の1の150 ヵ所であった。と

りわけ、職業安定所（障害者対象）の全機関お

よび福祉事務所（生活保護担当）と（障害者福

祉担当）の約半数が対応経験ありと回答したが、

東京では就労に関すること、大阪では制度に関

することが実際の相談内容では多かった。また、

相談対応においては、精神疾患や薬物の問題が

重複して起きた場合は支援が困難であると回答

する相談機関が多かった。各種相談機関のネッ

トワーク構築など、地域性に配慮しつつ、相談

窓口の準備性を高める必要があると考えられ

る。
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　　　　　　岡本 学（独立行政法人国立病院機構大阪医療センター）
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　身体障害者手帳（免疫機能障害）の登録状況

（平成23年）をみると、全国で15,187人、東

京都が5,134人（33.8%）、大阪府が1,609人

（10.6%）であった。さらに、18歳以上の人

口、東京都11,193,792人、大阪府7,359,637

人を元に10万人あたりの障害者手帳（免疫機

能障害）取得者数を算出すると、東京都：46人、

大阪府：22人であり、その差は約2倍であった。

地域におけるHIV陽性者数の違いは、地域の相

談機関のHIV陽性者の相談経験率に影響し、そ

の対応や地域における課題は異なると考えられ

た。

　今年度は、これらの相談機関で相談担当者の

HIV陽性者の相談への対応について、相談担当

者を対象とした質問票から分析を行う。地域の

相談機関におけるHIV陽性者支援や支援者支援

の課題を探るため、支援者支援の視点から、相

談担当者支援への今後の課題を明らかにする。

Ｂ 研究方法
　HIV陽性者と周囲の人からの相談対応につい

て、東京都と大阪府の相談機関を対象に質問紙

調査を実施した。調査対象の抽出方法は、東京

都は、東京都が発行する「2011社会福祉の手

引き」から、相談窓口を有する機関を抽出した。

大阪府は、東京都の「手引き」の分類に従い、

それと同等の施設を抽出した。郵送配布、回収

による、自記式・無記名式での質問紙調査であっ

た。調査期間は、2012年11月1 ～ 30日に実

施した。

　調査はA票、B票の2種類の調査票を用いた。

A票は、相談機関におけるHIV陽性者の相談

への対応について、B票は、相談担当者個人の

HIV陽性者の相談への対応についてであった。

A票1部、B票2部を各相談機関へ配布した。

　調査方法の詳細は、『地域においてHIV陽

性者等のメンタルヘルスを支援する研究 平

成24年度 総括・分担研究報告書』（http://

www.chiiki-shien.jp/resource.html#a_

H24hokoku）を参照のこと。

　調査対象相談機関数は、東京都1,033 ヵ所、

大阪府810 ヵ所であった。分析対象者数は、

相談業務を実施していると回答した相談機関で

の相談担当者とし、A票とB票をマッチングさ

せた950名とした。

Ｃ 倫理面等での配慮
　調査票の依頼文に、本調査の目的、調査結果

の匿名性の担保、および結果の報告書や学会で

の使用の可能性、報告書やウェブサイトでの

フィードバックを明記した。また、調査結果は、

関係機関は特定できないようにデータベース化

し、厳重に管理した。

　調査内容については、ぷれいす東京の倫理委

員会での審査および承認を受けた。
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Ｄ 結果
１．相談担当者の概要

　所属する相談機関とその運営主体について、

表2.1、表2.2に示す。回答者が所属する相談

機関の傾向が反映していると考えられる。相談

機関の運営主体では、東京都では行政機関、大

阪府では社会福祉法人が多く見られた。

　所属機関での役割は9割が職員であった（表

2.3）。基礎資格が福祉職の相談対応者が大阪府

では約6割と、東京都の約5割に比べて多かっ

た（χ２乗検定，p< .05；表2.4）。

　相談担当者の性別は、女性518名（56.9%）、

全体 東京都 大阪府

福祉事務所
（生活保護担当）

度数 116 82 34
％ 12.2% 14.9% 8.5%

福祉事務所
（障害者福祉担当）

度数 94 63 31
％ 9.9% 11.5% 7.8%

年金
（障害）

度数 79 42 37
％ 8.3% 7.6% 9.3%

地域包括
支援センター

度数 337 178 159
％ 35.5% 32.4% 39.8%

職業安定所
（障害者対象）

度数 23 19 4
％ 2.4% 3.5% 1%

就労支援窓口
（障害者）

度数 189 109 80
％ 19.9% 19.8% 20%

その他
度数 112 57 55
％ 11.8% 10.4% 13.8%

合計
度数 950 550 400
％ 100.0% 100.0% 100.0%

表 2.1　相談担当者の所属相談機関

運営主体 全体 東京都 大阪府

行政機関
度数 403 262 141
％ 42.5% 47.6% 35.3%

NPO
（特定非営利活動法人）

度数 34 22 12
％ 3.6% 4.0% 3.0%

社会福祉法人
度数 414 207 207
％ 43.6% 37.6% 51.9%

財団法人
度数 26 16 10
％ 2.7% 2.9% 2.5%

その他
度数 72 43 29
％ 7.6% 7.8% 7.3%

合計
度数 949 550 399
％ 100.0% 100.0% 100.0%

表 2.2　相談担当者の所属機関の運営主体

機関での役割 全体 東京都 大阪府

職員
度数 829 480 349
％ 91.0% 91.1% 90.9%

パート／派遣／契約
度数 65 37 28
％ 7.1% 7.0% 7.3%

その他
度数 17 10 7
％ 1.9% 1.9% 1.8%

合計
度数 911 527 384
％ 100.0% 100.0% 100.0%

機関での役割 全体
（n=950）

東京都
（n=550）

大阪府
（n=440）

福祉職
度数 518 281 237
％ 54.5% 51.1% 53.9%

医療職
度数 152 81 71
％ 16% 14.7% 16.1%

行政職
度数 96 64 32
％ 10.1% 11.6% 7.3%

その他
度数 57 47 10
％ 6% 8.5% 2.3%

年齢 全体
（n=909）

東京都
（n=524）

大阪府
（n=385）

20代
度数 89 39 50
％ 9.8% 7.4% 13.0%

30代
度数 242 124 118
％ 26.6% 23.7% 30.6%

40代
度数 292 182 110
％ 32.1% 34.7% 28.6%

50代
度数 234 142 92
％ 25.7% 27.1% 23.9%

60歳以上
度数 52 37 15
% 5.7% 7.1% 3.9%

表 2.3　相談担当者の所属機関での役割

表 2.4　相談担当者の基礎資格

表 2.5　相談担当者の年齢

男性392名（43.1%）と女性が多かった。東

京 都 で は、 女 性 306 名（58.3%）、 男 性 219

名（41.7%）であり，大阪府では女性212名

（55.1%）、男性173名（44.9%）で地域差は

認められなかった。

　相談担当者の相談/支援サービスの経験年数

は8.95±7.408（平均値±標準偏差）年であっ

た。東京都では8.98±7.230年、大阪府が8.90

±7.659年と、経験年数の地域による差は認め

られなかった。相談担当者の年齢は、大阪府の

方が若い担当者が多かった（p< .01；表2.5）。
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２．相談担当者の知識

　相談担当者の知識を尋ねた。「抗HIV薬の開

発により、ウイルスを血液中からみつからな

いレベルまでコントロールする技術が開発さ

れた」の設問では、東京都の方が知っている

割合が高かった（p< .01，図2.1）。「障害者

認定のなかに、HIVによる『免疫機能障害』が

位置づけられた」、「HIVに感染しても、就労な

ど、長期にわたり社会に参加することが可能に

なった」、「働くHIV陽性者の多くは、知らない

間に職場で病名を知られる不安を感じている」

の設問でも、東京都の方が知っている割合が多

かった（すべてp< .01，図2.2、図2.3、図2.4）。

「HIV陽性者と一緒に生活しても、感染は起こ

らない」の設問では、東京都の方が知っている

割合が多い傾向であった（p< .10，図2.5）。

　「抗HIV薬の開発により、ウイルスを血液中

からみつからないレベルまでコントロールする

技術が開発された」（図2.1）は対人支援、相

談業務にあたる窓口担当者には必須の知識であ

るが、「全く知らない/ほとんど知らない」の

合計が東京63.2％、大阪71.5％となっており、

認識されていなかった。

　また、行政サービスには必須の「障害者認

定のなかに、HIVによる『免疫機能障害』が位

置づけられた」（図2.2）についても、「全く知

らない/ほとんど知らない」が東京31.6%、大

阪44.0％と十分には認識されていない現状で

あった。

　「長期にわたり社会に参加することが可能」

（図2.3）、「知らない間に職場で病名を知られ

る不安」（図2.4）、「一緒に生活しても、感染

図 2.1　相談担当者の知識
抗HIV薬の開発により、
ウイルスを血液中からみつからないレベルまで
コントロールする技術が開発された

図 2.2　相談担当者の知識
障害者認定のなかに、
HIVによる『免疫機能障害』が位置づけられた

図 2.3　相談担当者の知識
HIV に感染しても、就労など、
長期にわたり社会に参加することが可能になった

図 2.4　相談担当者の知識
働くHIV陽性者の多くは、
知らない間に職場で病名を知られる不安を感じている

図 2.5　相談担当者の知識
HIV 陽性者と一緒に生活しても、感染は起こらない
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は起こらない」（図2.5）については知識が浸

透している様子が伺えた。

　相談機関の業務別での相談担当者の知識を図

2.6 ～図2.10に示す。「障害者認定のなかに、

HIVによる『免疫機能障害』が位置づけられた」、

「HIVに感染しても、就労など、長期にわたり

社会に参加することが可能になった」、「働く

HIV陽性者の多くは、知らない間に職場で病名

を知られる不安を感じている」において、福祉

事務所（障害者福祉担当）と職業安定所（障害

者対象）では、知っている割合が高かった。

　「障害者認定のなかに、HIVによる『免疫機

能障害』が位置づけられた」（図2.7）をみると、

図 2.10　業務別での相談担当者の知識
HIV 陽性者と一緒に生活しても、感染は起こらない

図 2.6　業務別での相談担当者の知識
抗HIV薬の開発により、
ウイルスを血液中からみつからないレベルまで
コントロールする技術が開発された

図 2.7　業務別での相談担当者の知識
障害者認定のなかに、
HIVによる『免疫機能障害』が位置づけられた

図 2.8　業務別での相談担当者の知識
HIV に感染しても、就労など、
長期にわたり社会に参加することが可能になった

図 2.9　業務別での相談担当者の知識
働くHIV陽性者の多くは、
知らない間に職場で病名を知られる不安を感じている
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地域包括支援センターでの認知が「全く知らな

い/ほとんど知らない」で半数を超え課題がみ

られた。

３．研修の必要性
　所属相談機関の業務別に、相談担当者が役立

つ研修について尋ねた。「HIVに関する医学的

なレクチャー」「HIV陽性者の経験談」「HIV領

域の支援者の経験談」「HIVに関する支援事例

のカンファレンス」のいずれについても年金（障

害）において、研修が役立つ程度が低かった

（いずれもp<  .01，図2.11、図2.12、図2.13、

図2.14）。しかし、それ以外のすべての相談機

関で、個々のテーマについて役立つと回答した

図 2.11　業務別 役立つ研修について
HIV に関する医学的なレクチャー

図 2.14　業務別 役立つ研修について
HIV に関する支援事例のカンファレンス

図 2.13　業務別 役立つ研修について
HIV 領域の支援者の経験談

図 2.12　業務別 役立つ研修について
HIV 陽性者の経験談

割合が高く、研修へのニーズが存在しているこ

とが明らかとなった。

４．相談機関の相談対応のセルフエフィカシー

と相談担当者の知識

　相談機関の対応可能性の各項目について、「十

分に対応できる」「まあ対応できる」「少しは対

応できる」を「対応できる」群とし、「ほとん

ど対応できない」「全く対応できない」と回答

した機関を「対応できない」群として、相談担

当者の知識（1：全く知らない、2：ほとんど

知らない、3：少しは知っている、4：まあ知っ

ている、5：十分に知っている）を得点として、

対応のないt検定を用いて検討した。
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　HIV陽性者からの相談対応ができる相談機関

は、対応できない相談機関と比較して、すべ

ての知識において、相談担当者が知っている

程度が有意に高かった（いずれもp< .001; 図

2.15）。

　HIV陽性者の薬物使用/依存の相談対応がで

きる相談機関では、すべての知識において相

談対応者が知っている程度が有意に高いこと

が認められた（順にp< .01, .001, .001, .01, 

.001，図2.17）。

図2.17　相談機関のHIV陽性者の薬物使用/依存
　　　　　の相談対応のセルフエフィカシーと
　　　　　相談担当者の知識

図 2.15　相談機関の HIV 陽性者からの
相談対応のセルフエフィカシーと
相談担当者の知識

　薬物使用/依存の相談対応ができる相談機関

では、「コントロール可能」「障害者認定」「社

会参加可能」「同居での感染は起こらない」の

知識について、相談担当者が知っている程度が

有意に高いことが認められた（順に，p< .01, 

.05, .01, .01; 図2.16）。

図 2.16　相談機関の薬物使用 / 依存の
相談対応のセルフエフィカシーと
相談担当者の知識

Ｅ 考察
１．相談担当者の属性について

　相談担当者の性別や経験年数については、地

域差は見られなかった。しかし、年齢は東京都

が高かった。また、基礎資格は大阪府において、

福祉職が約1割多く、これは所属する相談機関

の運営主体が、東京都では行政機関、大阪府で

は社会福祉法人であることも影響していると考

えられる。

２．地域差について

　東京都と大阪府では、特に相談担当者の知識

において、東京都の方が高い傾向が認められた。

このことは、昨年度の分析から明らかにされた

ように、HIV陽性者の対応経験率が東京都の方

が高いこと等が影響していると考えられる。ま

た、研修の必要性での地域差は認められなかっ

た。
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３．業務別の相談担当者の知識と研修の必要性

について

　業務によって相談担当者が必要と考える研修

が異なることが示唆された。研修の必要性につ

いては、年金事務所のように対面相談と書類上

だけのやり取りに限定される機関と、他の支援

や相談を受ける機関で、認識が大きく違うこと

が明らかになった。年金（障害）の相談担当者

は、研修の必要性をあまり感じていなかった。

　特に、相談機関における相談/支援には必須

の知識である「障害者認定のなかに、HIVによ

る『免疫機能障害』が位置づけられた」（図2.2）

についても、「全く知らない/ほとんど知らない」

が東京31.6%、大阪44.0%と十分には認識さ

れていない課題が明らかとなった。

　さらに、経験が多い機関、福祉事務所（生活

保護、障害者福祉）、職業安定所など、HIV陽

性者への支援経験が多い機関で知識が高かった

が、十分とは言えない。対人支援、相談業務に

あたる窓口担当者には必須の知識である「抗

HIV薬の開発により、ウイルスを血液中からみ

つからないレベルまでコントロールする技術

が開発された」（図2.1）は「全く知らない/ほ

とんど知らない」の合計が東京63.2%、大阪

71.5%とも大きな割合をしめており、課題が

みられた。

　しかし、就労支援窓口（障害者）は、相談担

当者の知識が他の業務よりあったが、研修の必

要性も感じていた。これは、HIV陽性者の支援

経験が多く、より知識を深める必要性を感じて

いるからであると考えられる。

　また、60代以上の主に、高齢者への相談や

支援を行なう、地域包括支援センターのHIVが

障害認定の対象になっていることを認識しない

機関が半数を超えており、今後、HIV陽性者の

高齢者の割合が増えていくことを考えると、な

んらかの機会にHIVの啓発がされることが求め

られている。本調査では、HIV陽性者の支援、

薬物依存をかかえるHIV陽性者の支援におい

ても、知識と支援の自己効力感（セルフエフィ

カシー）の間には相関がみられた。このことか

ら、HIVに関する研修や啓発の機会を増やすこ

とで、相談機関の支援者の自己効力感（セルフ

エフィカシー）の向上につながると考えられる

ことが示唆された。
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